
 

 

 

 

 

分科会長の選任、分科会長代理の指名 

資料１ 
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財政制度等審議会 国家公務員共済組合分科会 委員名簿 
 

 

  氏 名          所 属 ・ 役 職 
 

【委 員】 
 

 加藤
か と う

 康之
やすゆき

    京都先端科学大学教授・東京都立大学大学院特任教 

授・京都大学客員教授 
 

関
せき

 ふ佐
さ

子
こ

    神奈川大学法学部教授 
 

【臨時委員】 
 

安達
あ だ ち

 正美
ま さ み

    日本郵政グループ労働組合中央執行委員長 
 

上田
う え だ

 亮子
りょうこ

    京都大学経営管理大学院客員教授 
 

江夏
え な つ

 あかね   (株)野村資本市場研究所 野村ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究ｾﾝﾀｰ長 
 

奥川
おくがわ

 陽一
よういち

    衆議院共済組合 
 

小黒
お ぐ ろ

 一正
かずまさ

    法政大学経済学部教授 
 

川北
かわきた

 英
ひで

隆
たか

    京都大学名誉教授 
 

田淵
た ぶ ち

 浩二
こ う じ

    全国大学高専教職員組合(九州大学大学院法学研究院教授) 
 

寺井
て ら い

 公子
き み こ

    慶應義塾大学経済学部教授 
 

原
はら

 佳奈子
か な こ

    (株)TIMｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ取締役・社会保険労務士 
 

廣瀨
ひ ろ せ

 律子
り つ こ

    防衛省共済組合 
 

牧
まき

  寛
ひろ

久
ひさ

    日本郵政共済組合 
 

渡邉
わたなべ

 由一
よしかず

    全農林労働組合中央執行委員長 
 

【専門委員】 
 

松村
まつむら

 綾子
りょうこ

    第一生命保険(株)団体年金事業部年金ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ室長 

 

（令和７年９月16日現在、五十音順、敬称略） 
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財政制度等審議会令 

（平成１２年６月７日政令第２７５号） 

（最終改正：令和５年４月１日政令第６８号） 

 

（所掌事務） 

第１条  財政制度等審議会（以下「審議会」という。）は、財務省設置法第７条第１項に規定するもののほか、

次に掲げる事務をつかさどる。 

一  国家公務員共済組合法施行令（昭和３３年政令第２０７号）第１１条の３第２項及びたばこ事業法施行

令（昭和６０年政令第２１号）第４条第５項の規定によりその権限に属させられた事項を処理すること。 

二  エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和５４年法律第４９

号）第１７条第５項、第２９条第５項、第４１条第５項、第１１６条第４項及び第１２０条第４項の規定に基づ

きその権限に属させられた事項を処理すること。 

三  資源の有効な利用の促進に関する法律 （平成３年法律第４８号）第２５条第３項の規定に基づきそ

の権限に属させられた事項を処理すること。 

四  容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第１１２号）第７条の７

第３項の規定に基づきその権限に属させられた事項を処理すること。 

 

（組織） 

第２条  審議会は、委員３０人以内で組織する。 

２  審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

３  審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 

 

（委員等の任命） 

第３条  委員は、学識経験のある者のうちから、財務大臣が任命する。 

２  臨時委員は、次に掲げる者のうちから、財務大臣が任命する。 

一  学識経験のある者 

二  国家公務員共済組合の組合員（以下この号において「組合員」という。）の雇用主を代表する者及び

組合員を代表する者 

３  専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、財務大臣が任命する。 

 

（委員の任期等） 

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２  委員は、再任されることができる。 

３  臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるも

のとする。 

４  専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとす

る。 

５  委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

（会長） 

第５条  審議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。 
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２  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３  会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

 

（分科会） 

第６条  審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、審議会の所掌事

務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

名         称 所   掌   事   務 

財政制度分科会 国の予算、決算及び会計の制度に関する重要事項を調査審議すること。 

国家公務員共済組合

分科会 

一 国家公務員共済組合の制度に関する重要事項を調査審議すること。 

二 国家公務員共済組合法施行令第１１条の３第２項の規定により審議会の権

限に属させられた事項を処理すること。 

財政投融資分科会 一 財政投融資制度、財政投融資計画及び財政融資資金に関する重要事項を

調査審議すること。 

二 財政融資資金の債権の条件変更等に関する法律（昭和２２年法律第１２９

号）、財政融資資金法（昭和２６年法律第１００号）及び財政融資資金の長期運

用に対する特別措置に関する法律（昭和４８年法律第７号）の規定により審議

会の権限に属させられた事項を処理すること。 

たばこ事業等分科会 一 たばこ事業及び塩事業に関する重要事項を調査審議すること。 

二 たばこ事業法（昭和５９年法律第６８号）の規定及びたばこ事業法施行令第４

条第５項の規定により審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

三 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法

律第１７条第５項、第２９条第５項、第４１条第５項、第１１６条第４項及び第１２０

条第４項の規定に基づき審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

四 資源の有効な利用の促進に関する法律第２５条第３項の規定に基づき審議

会の権限に属させられた事項を処理すること。 

五 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第７条の７

第３項の規定に基づきその権限に属させられた事項を処理すること。 

国有財産分科会 一 国有財産の管理及び処分に関する基本方針その他国有財産に関する重要

事項を調査審議すること。 

二 国有財産法（昭和２３年法律第７３号）及び国の庁舎等の使用調整等に関す

る特別措置法（昭和３２年法律第１１５号）の規定により審議会の権限に属させ

られた事項を処理すること。 

２  前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員（第３条第２項第２号に掲げる者を除く。）

及び専門委員は、財務大臣が指名する。 

３  第３条第２項第２号に掲げる臨時委員は、国家公務員共済組合分科会に属する。 

４  分科会に、分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。 

５  分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。 

６  分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員及び臨時委員のうちから分科会長があらかじ

め指名する者が、その職務を代理する。 

７  審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 
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（部会） 

第７条  審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２  部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあっては、分科会長。

次項において同じ。）が指名する。 

３  部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

４  部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

５  部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員及び臨時委員のうちから部会長があらかじめ指名

する者が、その職務を代理する。 

６  審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、その定めるところ

により、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 

 

（議事） 

第８条  審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の３分の１以上が出席しなければ 、会議を開き、

議決することができない。 

２  審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決し、可否

同数のときは、会長の決するところによる。 

３  前２項の規定は、分科会及び部会の議事について準用する。 

 

（資料の提出等の要求） 

第９条  審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、資

料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

 

（庶務） 

第１０条  審議会の庶務は、財務省主計局調査課において総括し、及び処理する。ただし、各分科会の庶

務は、財政制度分科会については財務省主計局調査課、国家公務員共済組合分科会については財務

省主計局給与共済課、財政投融資分科会については財務省理財局財政投融資総括課、たばこ事業等

分科会については財務省理財局総務課、国有財産分科会については財務省理財局国有財産企画課に

おいてそれぞれ処理する。 

 

（雑則）  

第１１条  この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審

議会に諮って定める。 

 

附 則 

１ この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成１１年法律第８８号）の施行の日（平成１３年１月６日）か

ら施行する。 

２ 平成２９年１月５日に第４条第１項に規定する任期が満了することとなる委員の任期は、同項の規定にか

かわらず、同年３月３１日までとする。 
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財政制度等審議会議事規則 

 
                                                平 成 １ ３ 年 １ 月 １ ９ 日 

財政制度等審議会総会決定 

 

（趣旨） 

第１条  財政制度等審議会（以下「審議会」という。）の議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事項

は、財政制度等審議会令（平成１２年政令第２７５号、以下「審議会令」という。）に定めるもののほか、この

規則の定めるところによる。 

 

（審議会の招集） 

第２条  審議会の会議は、会長が招集する。 

２  会長は、会議を招集するときは、その日時、場所及びその他必要な事項を定めて、委員並びに議事に

関係のある臨時委員及び専門委員に通知するものとする。 

 

（緊急時の議決特例） 

第３条  会長は､会議を招集した場合において、やむを得ない事情により委員及び議事に関係のある臨時

委員の３分の１以上が一堂に会することが困難であり､かつ、緊急に審議会の議決を経ることが審議会の

目的達成上やむを得ないと認めるときは、電話その他の方法により、議決を求めることができる。 

２  前項の規定により議決された事項については、会長は次に開かれる会議において、当該議決について

報告するものとする。 

 

（会議） 

第４条  会長は、会議の議長となり、議事を総理する。 

 

（議事録） 

第５条  会長は､会議の議事録を会議のつど作成するものとする。 

 

（議事の公開） 

第６条  審議会は､会議又は議事録を速やかに公開することを原則とする。 

２  会長は、特段の理由により会議及び議事録を非公開とする場合には､その理由を明示するとともに、議

事要旨を公開するものとする。 

 

（資料の提出等の要求） 

第７条  審議会令第九条に基づく資料の提出等の要求は会長が行う｡ 

 

（分科会） 

第８条  分科会の議事においては、第２条から前条までの規定を準用する。この場合において、これらの規

定中「審議会」とあるのは「分科会」、「会長」とあるのは「分科会長」と読み替えるものとする。 

２  会長は、調査審議事項が分科会に調査審議させることが適当と認められる場合には、分科会に付託す

ることができる。 

３  審議会は、分科会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 
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（部会） 

第９条  審議会又は分科会は、部会を置くことができる。 

２  部会の議事においては、第２条から第７条までの規定を準用する。この場合において、これらの規定中

「審議会」とあるのは「部会」、「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

３  会長（分科会に置かれる部会にあっては、分科会長。）は、調査審議事項が部会に調査審議させること

が適当と認められる場合には、部会に付託することができる。 

４  審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、部会の議決をもっ

て審議会の議決とすることができる。 

 

（雑則） 

第１０条  この規則に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。 

２  分科会において必要がある場合には、分科会の議事の手続その他分科会の運営に関し必要な事項を

分科会長が分科会に諮って定めることができる。 

 

   附 則 

この規則は、平成１３年１月１９日から実施する。 
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財政制度等審議会運営方針 
    

  平 成 １ ３ 年 １ 月 １ ９ 日 

 財政制度等審議会総会決定 

 

標記については、当面以下のとおりとする。 

 

１．当審議会は、 

① 国の予算、決算及び会計の制度 

② 国家公務員共済組合の制度 

③ 財政投融資制度、財政投融資計画及び資金運用部資金（注） 

④ たばこ事業及び塩事業 

⑤ 国有財産の管理及び処分に関する基本方針その他国有財産 

に関する事項のうち、我が国経済社会又は国民生活に大きな影響を与える重要な事項について調査・審

議等を行うこととする。 

 

２． 各分科会の決定事項のうち、特に重要な事項については、審議会で最終決定した上で大臣への建議

等を行う。なお、機動的な運営を確保する観点から、実務的な審議は、各分科会において行う。 

 

（注）「資金運用部資金法等の一部を改正する法律」（平成十二年法律第九十九号）により、平成１３年４月１

日から「資金運用部資金」は「財政融資資金」に変更されている。 
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